
登録者(課長)名【1】 都市計画課長　松本　貞雄

施策評価シート
都市計画課(下水道課、道路建設課)

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
■まだ未達成 □ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

快適で魅力的な都市空間で暮らす ■平均を下回る □ほぼ平均 □平均を上回る安1-1 住みやすい住環境の整備 安全で快適に暮らすまちづくり 【15】ために
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇都市開発の誘導や景観に配慮したまちなみづくりについては、これまで「西東京市人にやさしいまちづくり条例
キーワード【7】 」に基づき開発事業を適切な水準に規制誘導するとともに、都市計画道路等の都市基盤整備の進ちょく状況に合わ

　快適に暮らせる住みやすい住環境であるためには、地域と調和のとれたまちなみ ◆地域の特性を活かし 市民、事業者及び行 せて、都市計画道路沿道など一定の地域で都市計画法の「地区計画」制度により、周辺環境と調和のとれたまちな
と子どもや若者、高齢者など、だれにとっても利用しやすいまちであることが重要 た愛着のある美しいま政の協働によるまちづ みとなるよう規制誘導を行ってきました。
です。 ちなみづくり くりを進め、住みやす 施策の成果と課題◇平成24年度以降、毎年、40件を超える開発事業の同意・承認を行い、地区計画決定した地域も８地域となってい
　近年は住宅開発が進展し都市化が進む一方で、農地などのみどりが減少していま ◆老朽化した施設の計い魅力ある住環境をつ (取組成果や目標 ます。この他に、鉄道駅施設や小規模店舗等におけるバリアフリー化に対する補助事業を行い、不特定多数の方々
す。こうした中で、地域の環境と調和がとれた都市開発の誘導及び景観の整備、地 画的な更新 くります。 が利用する施設のバリアフリー化を進めてきました。達成に向けた課域の特性を活かした愛着のある美しいまちなみの整備などが求められています。 ◆ユニバーサルデザイ ◇その結果、平成27年度市民意識調査の「住みやすい住環境の整備」に対する満足度は、目標値の９割を超えまし
　今後は、高齢化社会の進展に対応したユニバーサルデザインの導入やバリアフリ ンの導入やバリアフリ 題、成果向上・ たが、満足度の平均ポイントは依然として低い状況となっています。
ー化をさらに進めるとともに、老朽化した都市基盤への対応が課題となっています ー化の推進 コスト削減策等) ◇この背景には、新たに開発事業を規制誘導しただけでは既存市街地の改善まで至らないことや地区計画決定によ
。  概要 り周辺環境と調和のとれたまちなみに規制誘導しても、自発的な建物更新を待たなければならず、その実現までに【16】　また、駅周辺などにおいては特徴ある美しいまちなみづくりや人にやさしい安全 は相当期間が必要となることがあると考えています。
なまちづくりを、市民、事業者、行政が協働で進める必要があります。 ◇そのため、引き続き、条例や地区計画によりまちなみなどの規制誘導を適切に行い、不特定多数の方が利用する

施設のバリアフリー化を推進するほか、住みやすい住環境の整備に対する満足度が向上するよう、広く既存市街地
留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】 の住環境を改善する取組が必要です。

検
証
項
目

施策の重要性の変化◇平成24年12月に発生した中央自動車道笹子トンネル天井板落下事故等を踏まえ、平成25年を「社会資本メンテナンス元年」と □弱くなっている ■以前と同程度 □強くなっている
して、同年３月、社会資本の老朽化対策会議（国土交通省）において「社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置」が 【17】

今後の方針とりまとめられました。また、同年６月14日には「日本再興戦略-JAPAN is BACK」が閣議決定され、これに基づき同年11月にイ 意識調査での重要度
ンフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において「インフラ長寿命化基本計画」がとりまとめられました。これを受 □平均を下回る ■ほぼ平均 □平均を上回る

【18】けて、平成26年５月、社会資本の老朽化対策会議（国土交通省）において「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」が
とりまとめられ、人口急増期に集中して整備してきた都市インフラの効率的・効果的な保全・更新が求められています。 ◇一定規模以上の開発事業が地域の環境と調和がとれたものとなるよう、「西東京市人にやさしいまちづくり条例

事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 」に基づき規制誘導を進めます。
◇都市計画道路等の整備に伴い市街地環境の変化が予想される地域に対して、良好な住環境とまちなみが形成され

事
業
群

住みやすい住環境の形成と愛着のある美しいまちなみづくりを推進 良好な住環境の形成とまちなみづくりの推進
1 るよう地区計画等により規制誘導を進めます。

します ◇不特定多数の方が利用する駅周辺の都市基盤整備をバリアフリー化の視点で進めます。今後の方針だれもが利用しやすいまちづくりを進めます 人にやさしいまちづくりの推進
2 ◇不特定多数の方が利用する施設のバリアフリー化の誘導を進めます。

(具体的な事業群 ◇既存市街地の住環境の維持・改善を主体的、かつ、計画的に行うことができるよう、建築基準行政事務の移管に
駅周辺や各地域の特性に応じた特色のあるまちづくりを進めます 駅周辺のまちづくりの推進

3 や事務事業を示 向けた取組を進めるとともに、老朽化した都市基盤施設の長寿命化に向けた取組を進めます。

しながら)

【19】

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

年度 24 25 26 27 28 29  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化「まちなみや景観の整備など住みやすい住環境の整備」に対する満足度 28％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 24.4 24.4 24.4 26.1 施策実施　快適に暮らせる住みやすい住環境を形成するために、市が行っている「まちなみ
Ⅴ 成果を維持しつつ、コストも現状を維持する施策領域や景観の整備など住みやすい住環境の整備」の取組に対する評価を、市民意識調査

  方針【22】の「市民満足度」により把握します。
達成率 87% 87% 87% 93% 

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位地区計画決定数（累積） 11地区 地区

説
明

算
出
式
・

実績値 4 6 6 8　住みやすい住環境や美しいまちなみづくりを地域の特性に合わせて進めるための
まちづくりの一つの手法である地区計画の決定地区数を目標とします。

成
果
指
標

達成率 36% 55% 55% 73% 説明【23】

指
標
３

名称 目標値 単位

【12】

説
明

算
出
式
・

実績値

達成率 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
■ 拡充 □ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化コストの
 方向性【21】

　住みやすい住環境の整備については、都市計画道路3・4・9号線の整備などに伴い、現在の市街地環境の変化が
達成率 予想される東大生態調和農学機構及び周辺地区や新東京所沢線北町五丁目周辺地区の地区計画の決定を行うほか、

人にやさしいまちづくり条例に基づく適正な開発指導や、不特定多数の方が利用する施設について補助事業による
達成率の平均値 62% 71% 71% 83% バリアフリー化などに取り組んできました。判断理由等

　市民意識調査結果では、満足度が低くなっていますが、これは、一次評価にもあるとおり、既存市街地の改善に
【市民意見】【13】 【24】 は、地区計画等による規制誘導後の自発的な建物更新に相当期間が必要なことが背景にあるものと推測できます。

そのため、引き続き都市計画マスタープランの方針に基づき、着実な実施に取り組むとともに、新たに平成29年度24年度 27年度
に予定している建築基準行政事務移管に向けた準備を行い、都市計画行政や道路行政と一体となったまちづくりを
進めることが必要であることから、施策内容の拡充に努めるべきと判断しました。満足度(％) 24.4% 満足度(％) 26.1% 満足度(％)

各年次の市民意識調査で、
満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施-0.17 -0.17 Ⅱ 成果の向上を図りつつ、コストは現状を維持する施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】

合計値として算出しています。重要度(％) 73.1% 重要度(％) 71.8% 重要度(％)

重要度 重要度 重要度1.08 1.04
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)
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Ａ

32】事業

ひばり

費
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づくり

人
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【
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【
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】
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管
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に

。

Ｂ

向けた取組

都市計

ひばりヶ丘駅周辺

画

まち

づくりの推進（都

課

市計

画道路3・4・2

　

1号線整

備事業）

道路

既

建設課 　ひばりヶ丘駅

存
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市
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街
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住
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環

スを円滑にし地域の活

境
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図ります。

　道

の
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維
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持
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・

02 1,412,93

改

4 16,468 継続実
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施

(平成21年度)

下

を
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主

辺の拠点機能を

高め、

体
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的
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性を向上する

に

ことで、住みやすく利

コ

便

性の高い住環境が実

ン

現します。

Ａ

トロールすること

西東京都

が

市計画道路３

・４・2

で
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り

、
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建
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物
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を

　駅前広場面積：3,

建
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て
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る
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際
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の
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最
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低

。

Ａ

基準である建築基準

事業の

法

合計 1,583,67

に

8 1,468,402

則

115,276

った建築基準行政事務の円滑な移管に

向けた取組を進めます。

16,647 179 16,468 　建築基準行政事務の移管により、既

存市街地の住環境の維持・改善を主体

的にコントロールします。

Ｂ

良好な景観整備の推進 都市計画課 　都市計画法の地区計画制度により、都市計画道路整備の進ちょく状況に合わせて、都

市計画道路沿道など一定の地域で、周辺環境と調和のとれたまちなみとなるよう、規制

誘導を行います。
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